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論 文 内 容 の 要 旨 
 
本論文は、新疆ウイグル自治区を事例に、改革開放政策によって推し進められてきた地域開発戦略
が、当該地域の経済開発にどのように関連しているかを考察したものである。具体的には，農業政策、
労働移動、観光開発政策、貿易政策の４つの視点から西部開発の実態を分析することによって、新疆
経済の発展構造とその問題点を明らかにしようとするものである。 
第 1章は、中国の開発政策の内容や特徴、問題点を 3つの時期区分によって，その全体像を解明し
ている。 
改革開放政策以降の地域開発政策は沿海地域の発展を追求する地域傾斜政策への政策転換であっ
た。その結果、沿海地域と内陸地域との間には深刻な経済格差が生じた。1990 年代半ば以降、政府
の地域開発戦略は大きく見直され、再び地域均衡優先策へと回帰している。「西部大開発戦略」がそ
れである。この戦略において期待されるのは内需拡大、地域間と民族間経済格差の是正、社会情勢の
安定化、資源環境保護であるが、少数民族を抱える西部地域は、自然地理的にも経済的にも特殊性が
あり、経済発展の道筋も自ずと異なる。したがって，西部の民族性を考慮した場合，各地域に適合し
た経済発展戦略を策定し実行する必要があると結論づけている。 
第 2章では、新疆の経済状況を当地域の特殊性ならびに西部大開発戦略における新疆の位置付けを
明らかにしようとしたものである。 
第 3章は新疆の農業政策の発展を中心に，同地域の長期経済成長や貧困問題を考察したものである。
コブ＝ダグラス型生産関数を用いて新疆ウイグル自治区の農業総生産性を分析している。その結果、
農業生産性は年率 3%で成長し、特に西部大開発戦略が実行し始めた 2001 年から更に高い農業成長を
確認でき、これは貧困率の低下と整合的であったと結論付けている。 
第 4章は新疆農村における労働移動の決定要因について考察したものである。新疆のある地域の農
家個票データを用いて労働移動の決定要因を分析した結果、農村における労働移動は地域社会を解体
することなく展開しているが、その一方で、制度や産業構造、特に教育水準、言語、文化を始め様々
な制約を受けているのは明らかであるとの結論を引き出している。 
第 5章は新疆の観光開発の観点から地域開発戦略の成果と問題点について考察したものである。観
光業は新疆経済の中心的産業となり、域内総生産にしめる割合は 5%を越えている。調査結果によれ
ば、観光開発により雇用機会の増加や都市インフラの改善が確認されている。観光開発政策は新疆の
文化を有効活用した内発的発展を志向するものであったが、一定の限界を持つものであると指摘して
いる。 
第 6章は新疆の地域開発を国際分業にリンクさせ、持っている資源および地理的利点を活かす周辺
諸国との国境貿易の発展とその方向性について考察したものである。国境貿易では周辺諸国、特に中
央アジア諸国と言語、生活習慣、宗教という共通点、また地理的にも有利であるため、新疆の発展の
可能性は大きいと指摘している。 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
イスマイルアブリミト氏の論文は新疆経済を中国の地域開発戦略との関係、新疆経済の現状、新疆
農業の生産性に関する実証分析、新疆農村の労働力移動に関する実証分析、新疆の観光開発、新疆の
国境貿易という多方面から分析したものである。 
新疆経済に関する先行研究がまだ限られており、また断片的なものしかない中、本論文は貴重な新
疆経済の総合的分析といえ、新疆開発光と影を分析したものである。その意味で申請論文の学術的価
値は高く評価できる。 
一方、第１章から第６章にいたる各章間の繋がりが希薄ではないかとの指摘や、新疆ウイグル自治
区の格差是正に対するより強いアプローチが必要ではなかったかとの指摘もあった。新疆経済の特徴
である「一白二赤三黒経済（白は綿花、赤はトマト、黒は原油を象徴する）」のうち綿花生産とトマ
ト生産などの農業生産では生産建設兵団が重要な役割を果たしているが、その分析がなされていない
点、また原油をはじめとする鉱物資源の開発の主体と開発利益の帰属分析がまだなされていない点な
どが指摘されたがこれらは今後の研究課題であろう。 
平成 20 年 12 月 16 日に開催された公聴会では、申請者の報告を受け、審査委員はじめ研究科教員
から幾つかの問題点が指摘されたが、申請者の質問に対する応答も適切であった。 
以上、審査委員による審査結果を総合し、上記論文は課程博士の学位に値する優れた業績であると
判断する。 
 
 
 
 
